
予算特別委員会において以下の質問を致しました（一部抜粋）予算特別委員会において以下の質問を致しました（一部抜粋）
●「持続可能な行財政の運営の推進に関する条例」の意義である今後の財政運営の道筋について市民の安心につながるよう示す必要性
●若者・子育て世代の定住促進など、脱炭素先行地域創出事業による脱炭素以外の効果についての認識
●京都芸大を核とした京都駅東部エリアの移住・定住促進施策のモデル地域化を含めた今後の事業展開
●市民生活向上のためのマイナンバーカードの普及促進について
●総合計画の在り方検討に向け、市民意見を十分に取り入れながら丁寧に議論を進める必要性
●総合企画局を司令塔として関係部局とチームを組み、抜本的な人口減少対策に向けた戦略を
　早急に練り具体的に議会に示すべき

●積極的な財政出動を実施し、経済の好循環を生み出すこと
●具体的な必達目標を掲げ、非居住住宅利活用促進税の取組を着実に進める必要性
●担税力の強化やまちの魅力創出に向けて伏見区における土地区画整理事業をスピード感と
　熱意を持って取り組むこと
●地域人材や専門家と連携した学校における伝統文化体験の充実
●美術工芸高校の移転に対する新入生や在校生の受止め及び新しい取組内容や京都芸大と連携した取組

●将来のバス・バス無料乗継ぎにもつながるポイントサービス導入の趣旨を市民に分かりやすく説明すること
●環境教育にも資するミスト装置の設置を児童福祉施設等の公共施設に広げる必要性
●企業立地促進のためのオフィス・ラボ誘導実現に向けて情報発信と支援インセンティブ、用地確保に取り組むこと
●市民や観光客に市バス車内に持ち込めない手荷物のサイズを認知してもらい、機運を高める必要性
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京都市会議員団

私たち自民党市会議員団に
皆さんのご意見やご要望をお寄せください。 またきちまたきち マタリーヌマタリーヌ
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全会計の予算規模

一般会計

特別会計

公営企業会計

9,315億円

6,142億円

2,483億円

令和5年度

本市においては、これまで、国や他都市の水準
を上回る施策を推進する一方で、地方交付税
の削減等により、長年にわたり収支不均衡が
継続してきました。令和5年度予算では、この
収支不均衡を完全に解消し、将来の借金返済
のために積み立てている公債償還基金の計画
外の取り崩しなどの特別の財源対策をゼロと
しました。これは、市民の皆様のご理解のもと、
①職員数の削減や施策・事業の総点検などの
行財政改革、②市税収入をはじめ、資産の有効

活用、ふるさと納税寄付金等財源確保の努力、③自民党市会議員団が先頭に立った
国家予算要望による地方交付税増額などによって、行財政改革計画目標を７５０億円
上回る収支改善を果たすことができた成果です。今回、「京都市持続可能な行財政
の運営の推進に関する条例」を制定し、実効性の担保をした上で、残る５０５億円の
負債の早期解消、そして持続可能な京都市財政を確立してまいります。
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●子ども医療費支給制度の拡充
小学校６年生まで、一部負担金上限を1医療機関月２００円に引き下げ

●保育料の軽減
国基準の約７割に軽減している保育料を
令和６年度以降も当面据置き

●全員制中学校給食
全員制中学校給食実施に向けた調査に着手

●市営地下鉄の運賃値上げを回避
積極的な国への要望活動により、国の財政支援措置を実現

●コロナ・物価高騰対策
市民の暮らしを守り、地域企業の下支え・成長支援のため、
令和５年度1,721億円の当初予算を確保

●都市計画の見直し
　（建築物の高さ規制の緩和等）
居住空間創出による若者世代の移住定住
オフィス・ラボ誘導エリアをはじめとした企業立地促進

京都市会議員全６４名の
報酬等を削減し、
１億１６００万の財源を捻出。

救急車両を更新

4,531億円4,532億円

4,415億円

特別の
財源対策
（予算）
0
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令和５年度予算は「収支均衡」
自民党京都市会議員団が提言し

実現した主な施策

成長戦略による安定税収の確保
国への要望による地方交付税の確保

集中改革期間中（令和3年度～5年度）の収支改善と今後の展望（イメージ図）

4,595億円

収支
均衡

社会福祉の増加＋46
及び光熱水費高騰＋20
を吸収したうえで△64

改革の継続による歳出抑制

今後も社会福祉・物価・金利
の上昇が見込まれる

・ 収支均衡の継続
・ 過去負債の解消

景気動向や国の地方財政
政策による一般財源収入
の下振れリスク

条例を制定し、今後も機動的かつ
着実に改革を実行していく4,359億円

共産党、京都党・日本維新の会は、令和5年度予算案に反対


